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我が国の人口の推移と長期的な見通し
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実績（1960～2013年）

「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））

合計特殊出生率が上昇した場合（2030年1.8程度、2040年2.07程度）

（参考１）合計特殊出生率が2035年に1.8程度、2045年に2.07程度となった場合

（参考２）合計特殊出生率が2040年に1.8程度、2050年に2.07程度となった場合

（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査」等による（各年10月1日現在の人口）。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」は出生中位
（死亡中位）の仮定による。2110～2160年の点線は2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030
年に1.8程度、2040年に2.07程度（2020年には1.6程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。

2008年12,808万人（概ねピーク）

2013年12,730万人

2060年 10,194万人
(参考1)10,030万人
(参考2) 9,884万人 2110年 9,026万人

(参考1) 8,675万人
(参考2) 8,346万人

2110年4,286万人

2060年8,674万人

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」によると、2060年の総人口は約8,700万
人まで減少すると見通されている。
○仮に、合計特殊出生率が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度（2020年には1.6程度）まで上昇すると、2060年の
人口は約１億200万人となり、長期的には9,000万人程度で概ね安定的に推移するものと推計される。
○なお、仮に、合計特殊出生率が1.8や2.07となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定常人口が概ね約300万人程度少
なくなると推計される。

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」等掲載資料より

我が国の高齢化率の推移と長期的な見通し

○「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」では、高齢化率（65歳以上人口比率）は、将来的に41％程度まで上昇
すると見通されているが、仮に、出生率が上昇すれば、2050年の35.3％をピークに、長期的には、27％程度まで低下
するものと推定される。
○さらに、将来的に健康寿命の延伸等に伴って高齢化率の対象年齢が「70歳以上」まで上昇するとすれば、高齢化率
（70歳以上人口比率）は、概ね21％程度まで低下することとなる。

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%
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65歳以上人口比率（「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位）））

65歳以上人口比率（合計特殊出生率が上昇した場合）

70歳以上人口比率（実績：1960～2013年）

70歳以上人口比率（合計特殊出生率が上昇した場合）

仮に、2060年以降高齢化率の対象年齢が上昇した場合（合計特殊出生率が上昇した場合）

65歳以上人口比率

70歳以上人口比率

2067年以降41％程度で推移

2090年以降27％程度で推移

21％程度で推移
さらに、仮に、2060年か
ら2110年にかけて高齢
化率の対象年齢が「70
歳以上」まで（概ね10年
ごとに１歳程度のペー
スで）上昇した場合

「日本の将来推計人口
（平成24年1月推計）」
（出生中位（死亡中位））

合計特殊出生率が
上昇した場合

2050年35.3％
（ピーク）

（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査結果」「人口推計」による。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」は出生中位（死亡中位）の
仮定による。2110～2160年の点線は2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030
年に1.8程度、2040年に2.07程度（2020年には1.6程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。

「65歳以上」⇒
「70歳以上」

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」等掲載資料より
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地域別の高齢化率の長期的な見通し

○現状のままで推移したとすれば、一都三県においても、他の道府県においても、2070～80年頃以降、高齢化率は41％
程度で推移するものと推計される。
○仮に、2040年までに、現行程度の地域間の出生率格差を残しつつ全国の合計特殊出生率が2.07程度まで上昇し、移動
が均衡した場合には、高齢化率は、他の道府県では、2045年頃の35％程度をピークに25～26％程度まで低下、一都三
県では、2055年頃の38％程度をピークに30～31％程度まで低下すると推計される。

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」等掲載資料より
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都道府県別 高齢化率（65歳以上人口比率）の見通し（2010年→2060年）

2010年（実績）

2060年（社人研推計準拠）

2060年（出生率上昇、移動均衡）
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一都三県、他の道府県別 高齢化率（65歳以上人口比率）の見通し

一都三県（社人研推計準拠）

他の道府県（社人研推計準拠）

一都三県（出生率上昇、移動均衡）

他の道府県（出生率上昇、移動均衡）

（注１）2010年（実績）は、総務省統計局「国勢調査結果」による。
（注２）「社人研推計準拠」は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」の2040年までの傾向を延長して、まち・ひと・

しごと創生本部事務局において推計したもの。性・年齢階級別人口が同研究所の「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））の
値に一致するよう補正を行っている。

（注３）「出生率上昇、移動均衡」は、上記「日本の地域別将来推計人口」のデータを用いて、現行程度の地域間の出生率格差を残しつつ、全国の合計特殊出
生率の水準が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度と上昇し、かつ、2040年までに移動が均衡した場合（純移動率がゼロとなった場合）について、まち・ひ
と・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである（全国の推計値で補正を行っている）。

一都三県

他の道府県 一都三県
（出生率上昇、移動均衡）

他の道府県
（出生率上昇、移動均衡）

（社人研推計準拠（一都三県、他の道府県））
東京都 地方は若返る

地方は先行して
若返る

過疎化が進む地域の人口推移

○過疎化が進む地域では、人口が現在の半分以下に

【出典】国土交通省国土審議会政策部会長期展望委員会「国土の長期展望」中間とりまとめ
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地域活動および近所付き合いの程度

○地域から孤立している人は全体の２割を占める

高校卒業後の予定進路（両親年収別）

15.7
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400万円以下 400-600万円 600-800万円 800-1000万円 1000万円超

4年制大学進学

就職など

高校卒業後の予定進路（両親年収別）

○家庭の経済状況と進学に相関関係がみられる

【出典】東京大学大学院教育学研究科 大学経営・政策研究センター「高校生の進路追跡調査 第１次報告書」（２００７年）
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家庭を巡る状況

（千世帯）

注） １ 一般世帯とは、(1)住居と生計を共にしている人の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者（ただし、これらの世帯と住居を共にする単身の住み込
みの雇人については、人数に関係なく雇主の世帯に含む）、(2)(1)の世帯と住居を共にし、別に生計を維持している間借りの単身者又は下宿屋などに
下宿している単身者、(3)会社・団体・商店・官公庁などの寄宿舎、独身寮などに居住している単身者を指す。
２ 1960年は、1％抽出結果による。

資料 1960年～2000年は総務省「国勢調査」、2020年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）2005（平成17）年8
月推計」より作成。

核家族世帯
11,788

核家族世帯
28,033
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24,219

3,579 6,137 7,105 9,390
12,911

16,663
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2,972

4,460
6,294

8,835

10,507

8,489

1,744

2,053

2,753

3,577
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（年）

○核家族世帯が増加している

母子世帯・父子世帯数の推移

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

１９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３

（千世帯）

（年）

母子・父子世帯の推移

母子世帯
父子世帯

注１：母子（父子）世帯とは、死別・離別・その他の理由（未婚の場合を含む）で、すでに配偶者のいない65歳未満の女（男）（配偶者が長期間生死不明の場合も含む。）と20

歳未満のその子（養子を含む）のみで構成している世帯をいう。

○母子世帯の数は増加傾向にある

【出典】厚生労働省 平成25年 国民生活基礎調査より
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【出典】内閣府男女共同参画局：男女共同参画白書 平成25年度版

共働き世帯の推移

○共働き世帯が増加している

【出所】厚生統計要覧、厚生労働省

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

昭
和

40
年
度 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63

平
成
元
年
度 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

生活保護率年次の推移 山野委員提出資料より

○平成23年度の保護率は、昭和40年度と同程度である
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子育てに不安はあるか

子育てについての悩みや不安

○保護者の４割が悩みや不安を抱えている

【出典】文部科学省委託調査：家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究（平成20年）

0 20 40 60

子どものしつけやマナーのこと

子どもの健康や発達のこと

子どもの勉強や進学のこと

子どもの性格や癖のこと

子どもの生活の乱れや非行のこと

子どものいじめのこと

子どもの友人関係のこと

子どもの教育費のこと

子どもの気持ちがわからないこと

子どもとのコミュニケーション不足

子どもの反抗的な態度への親としての反応がわからない

子育てへの家族の協力が得られない

その他

（％）

悩みや不安が大きいものから順番に3位まで選択

第１位

第２位

第３位

法成立時
から4倍弱

虐待防止
法成立

【出典】厚生労働省（2013）「2013年7月報道発表資料 」
子ども虐待による死亡事例等の検証結果（第９次報告の概要）及び児童虐待相談対応件数等

児童虐待の増加 山野委員提出資料より

○児童虐待相談対応件数は増加している
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近年の学校増減数と学校規模の推移

▲50人

50人

150人

250人

350人

450人

550人

▲50校

0校

50校

100校

150校

200校

250校

300校

350校

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

小学校減少数 中学校減少数

小学校規模 中学校規模

（学校規模）（学校減少数）

小・中学校では、児童生徒数の減少等に伴い統廃合が進行。高等学校においても、少子化による
生徒減少と多様化・複雑化する社会状況の変化の下、各県において、県立高校の再編整備が進ん
でいる状況。

出典：学校基本調査

学校以外の団体などが行う自然体験活動への参加率

0

10

20

30

40

50

60

70

80

平成18
（2006）

19
(2007)

20
（2008）

21
(2009)

22
（2010）

24
（2012）

学校以外の団体などが行う自然体験活動への参加率

小１

小２

小３

小４

小５

小６

【出典】独立行政法人国立青少年教育振興機構（2014）
「青少年の体験活動等に関する実態調査（平成24年度調査)」

（注）平成23年度は調査が実施されていない。

○学校以外の団体などが行う自然体験活動への参加率は、低下傾向にある
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45.8

71.5

86
83.1 80.9 82.7

74.4

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

日本 韓国 アメリカ イギリス ドイツ フランス スウェーデン

日本の若者の自己認識

【出典】内閣府「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査（平成25年度）」

○日本の若者は諸外国と比べて、自己を肯定的に捉えている者の割合が低い

自分自身に満足している
※「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した者の合計

調査対象者：満13歳から29歳の男女

◆米中韓の生徒に比べ、日本の生徒は、「自分を価値ある人間だ」という自尊心を持っている割合が半分以下
「自らの参加により社会現象が変えられるかもしれない」という意識も低い。

（出典）
（財）一ツ橋文芸教育振興会、
（財）日本青少年研究所
「高校生の生活意識と留学に関する
調査報告書」（2012年4月）より
文部科学省作成

日本

米国
中国 韓国 日本

米国

中国
韓国

10.2 27.1 40.9 18.6

14.0 39.3 19.5 9.5

17.4 40.9 29.4 9.9

11.7 54.8 26.9 5.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

日本

米国

中国

韓国

①全くそう思う ②まあそう思う

③あまりそう思わない ④全くそう思わない

【問】私の参加により，変えてほしい社会現象が少し変えられるかもしれない

（出典）（財）一ツ橋文芸教育振興協会，（財）日本青少年研究所「中学生・高校生の生活と意識－日本・アメリカ・中国・韓国の比較－（2009年2月）」より文部科学省作成

6.5 23.6 49.8 18.5

16.9 52.9 19.5 6.8

19.6 43.1 28.3 8.4

11.4 57.0 25.5 5.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

日本

米国

中国

韓国

①全くそう思う ②まあそう思う

③あまりそう思わない ④全くそう思わない

中学生 高校生

自分の性格評価（高校生）

価値ある人間 自分はダメな人間

生徒の自己肯定感、社会参画に関する意識
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35.1

56.9

61.1

50.6

50.4

42.6

42.8

日本

（n=1175)

韓国
(n=1026)

アメリカ
(n=1036)

英国

（n=1078)

ドイツ

（n=1034)

フランス
(n=1006)

スウェーデ

ン（n=1076)

興味がある

規範等に関する青少年の意識

◆日本の若者は、他人に迷惑をかけてはならないという意識は相対的に高いが、積極的に困っている人を助け
ることの意識やボランティア活動への興味はやや低いというデータがある。

（出典）内閣府「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」（平成25年度実施）より ※各国13歳から29歳までの男女が対象。

ボランティア活動に興味があ
るか
（「ある」という回答の割合%)

「他人に迷惑をかけなければ、
何をしようと個人の自由だ」
（そう思う、どちらかと言えばそう思うの計%）

「困っている人を見たら、頼まれ
なくても助けてあげるべきだ」
（そう思う・どちらかと言えばそう思うの計%）

21.6

19.8

45

37.2

40.1

24.3

24

52.4

47.1

38.2

42.9

42.2

47.3

46

74

66.9

83.2

80.1

82.3

71.6

70

日本

（n=1175)

韓国
(n=1026)

アメリカ
(n=1036)

英国

（n=1078)

ドイツ

（n=1034)

フランス
(n=1006)

スウェーデ

ン（n=1076)

そう思う どちらかと言えばそう思う

12.3

37.1

38.5

39.3

34.1

46.9

39

29.4

41.5

37

41.7

40.2

40.4

38.2

42 

79 

76 

81 

74 

87 

77 

日本（n=1175)

韓国(n=1026)

アメリカ(n=1036)

英国（n=1078)

ドイツ（n=1034)

フランス(n=1006)

スウェーデン（n=1076)

そう思う どちらかと言えばそう思う

親の世代と子の世代の体力・運動能力の比較

◆親の世代と比べて、身長、体重など子供の体格は向上しているが、体力・運動能力は依然低い水準。

〇親の世代（３０年前）との比較

＜体格＞ ＜テスト結果＞

※反復横とびは上昇している

（出典）文部科学省「平成25年度体力・運動能力調査」

（出典）文部科学省「平成25年度 全国体力・運動能力、運動習慣等調査」

中学校男子 中学校女子

身長（cm）

Ｓ５８ Ｈ２５

男子（１１歳） 143.1 145.0

女子（１１歳） 145.2 146.8

体重（kg）

Ｓ５８ Ｈ２５

男子（１１歳） 36.5 38.3

女子（１１歳） 37.7 39.0

50m走（秒）

Ｓ５８ Ｈ２５

男子（１１歳） 8.70 8.90

女子（１１歳） 8.98 9.12

ソフトボール投げ（m）

Ｓ５８ Ｈ２５

男子（１１歳） 34.47 28.41

女子（１１歳） 20.47 16.85

握力（kg）

Ｓ５８ Ｈ２５

男子（１１歳） 21.60 20.04

女子（１１歳） 19.81 19.74

反復横とび（回）

Ｓ５８ Ｈ２５

男子（１１歳） 42.65 45.79

女子（１１歳） 40.50 43.02

◆運動する子供としない子供が二極化している。
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日本語指導が必要な外国人児童生徒数

平成14年度 平成24年度

小学校

12,523

人

17,154

人

平成14年度 平成24年度

中学校

5,317

人

7,558

人

１．４倍

通級による指導を受けている児童生徒数 特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍

する児童生徒数（国・公・私立計）

（注） 平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍
する児童生徒数を合計した数字

(注) 平成５年度については、盲・聾・養護学校に在籍する児童
生徒数
を合計した数字。

（注） 要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、
準要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ず
る程度に困窮している者をいう。

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数

小学校 中学校

平成５年度 平成25年度

２．１倍

小学校・小学部

平成５年度 平成25年度

１．９倍

中学校・中学部

平成７年度 平成２４年度

１．８倍

要保護

平成７年度 平成２４年度

２．１倍

準要保護

特別支援学級
45,650人

特別支援学級
120,906人

8.7

万人

15.3

万人

139.9

万人

特別支援学校

29,201人
特別支援学校

37,619人
特別支援学校

21,290人

特別支援学級

23,600人

特別支援学級

53,975人

特別支援学校

29,554人

１．４倍

平成５年度 平成２４年度

１．８倍

0.17
%

0.31
%

小学校 中学校

平成５年度 平成２４年度

２．１倍

2.56

%1.24

%

不登校児童生徒の割合 学校内での暴力行為の件数

平成１８年度 平成２４年度

２．２倍

小学校

3,494

件

7,542

件

平成１８年度 平成２４年度

中学校

27,540
件

34,528
件

１．３倍

（注） 国・公・私立学校のデータ （注） 国・公・私立学校のデータ （注） 公立学校のデータ

67.9

万人

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

（出典）文部科学省「通級による指導実施状況調査」 （出典）文部科学省「学校基本調査」 （出典）文部科学省調べ

平成５年度 平成25年度

５．９倍

11,963人

平成５年度 平成25年度

２３．５倍70,924人
6,958人

(注)・通常の学級に在籍しながら週に１～８単位時間程度、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場で行う
教育形態。

・平成18年度から通級による指導の対象にLD及びADHDを加えた。
・小・中学校における通常の学級に在籍する発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）の可能性のある児童
生徒の割合は、６．５％程度と推計されている。（平成24年文部科学省調査。なお、学級担任を含む複数
の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものではない。）

296人

学校現場が抱える課題の状況

1.6

2.9

2.9

2.1

7.1

19.3

38.3

3.0 

3.9

5.5

7.7

8.7

17.7
53.9

●教員の勤務時間は参加国中で断トツに長い!人員不足感も大きい

（時間）

勤務時間の合計

授業

事務業務

授業計画･準備

＜１週間あたりの勤務時間＞

同僚との共同作業/話
し合い

学校運営業務

34カ国/地域
中で最長課外活動

(ｽﾎﾟｰﾂ/文化)

日本日本

参加国平均

我が国の教員の現状と課題（TALIS2013結果より）

○日本の教員の１週間当たりの勤務時間は参加国最長（日本53.9時間、参加国平均38.3時間）
○課外活動（スポーツ・文化活動）の指導時間が特に長い（日本7.7時間、参加国平均2.1時間）
ほか、事務業務（日本5.5時間、参加国平均2.9時間）が長い
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１．制度の概要

保護者や地域住民が学校運営に参画する「学校運営協議会」制度の導入により、地域の
力を学校運営に生かす「地域とともにある学校づくり」を推進する。

これにより、子どもが抱える課題を地域ぐるみで解決する仕組みづくりや質の高い学校
教育の実現及び地域の教育力の向上を図る。

◆地方教育行政の組織及び運営に関する法律第四十七条の五

２．コミュニティ・スクールの指定状況

教育委員会が、学校運営協議会を置く学校を指定

○ 校長の作成する学校運営の基本方針の承認（必須）
○ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見（任意）
○ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見（任意）

教育委員会はその意見を尊重して教職員を任用

（平成２６年４月１日現在）

＜学校運営協議会の主な役割 ＞

＜コミュニティ・スクールのイメージ＞

○平成２６年４月１日現在、全国１，９１９校が指定。
○学校設置者別では、４道県、１８７市区町村の教育委員会において指定。

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）について
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幼稚園 ６２ 園

小学校 １，０２８ 校

中学校 ４６３ 校

高等学校 ９ 校

特別支援学校 ８ 校

合計 １，５７０ 校

幼稚園 ９４ 園

小学校 １，２４０ 校

中学校 ５６５ 校

高等学校 １０ 校

特別支援学校 １０ 校

合計 １,９１９ 校

Ｈ２５．４．１ Ｈ２６．４．１

３４９校増

コミュニティ・スクール：４２都道府県内 １,９１９ 校
（幼稚園９４、小学校1,240、中学校５６５、高等学校１０、特別支援学校１０）

コミュニティ・スクールの学校設置者数：

４道県１5３市区町村（村６、町４６、市９４、特別区７）

※沖縄県は地図を拡大しています。

コミュニティ・スクール
指定校の割合(小中学校)

指定無し・・・
(全国平均)4.9%未満・・・

10%未満・・・
10%以上・・・
20%以上・・・

平成26年度 コミュニティ・スクールの指定状況

※ここでいうコミュニティ・ス
クールは、「地方教育行政の組
織及び運営に関する法律」第47
条の5に規定された学校運営協
議会が置かれた学校を指す。
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＜東京都三鷹市の小・中学校＞

○平成20年度までに市内全校を指定し、全中学校区で小中一貫コミュニティ・スクールを推
進。
○学校運営協議会の実働組織（学習ボランティア等）の協力や、家庭の教育力向上によって学力
向上に成果が出ている。

＜その他の意見の例＞
・学習・生活習慣が整えられ「学力向上が見られるようになった」（中土佐町の小学校）
・学力向上をめざすための「学力向上プロジェクト」などの組織を立ち上げた。
（佐賀市の学園（小学校4校、中学校2校で運営））

76.9

80.1
81.2 81.5

75.4

84.5 84.9 85.4

76.8 76.2
77.6

78.9
79.2

79.4 80.8 81.4

75
77
79
81
83
85
87

１９年 ２０年 ２１年 ２２年

市学習到達度調査 小五・六 平均正答率

小五 国語

小五 算数

小六 国語

小六 算数

学力向上への対応

＜福岡県春日市の小学校＞

○平成17年度にコミュニティ・スクールを導入。４つの課題別コミュニティ「学びコミュニ
ティ」「心を育むコミュニティ」「体力コミュニティ」「安全安心コミュニティ」にわかれ、
学校・家庭・地域の三者協働により教育活動を推進。
（例）学校⇒共学・協同の授業、家庭⇒生活習慣、家庭学習、地域⇒学校支援、人材ﾊﾞﾝｸ

○家庭学習や基本的生活習慣の定着（朝食摂取、帰宅時間、８時間睡眠等）
○学力が徐々に伸びて県平均よりも高い水準になっており、自尊心も高まっているとの実感。

＜福岡県春日市の中学校＞

○平成18年度にコミュニティ・スクールを導入。中学校区のコミュニティ・スクール間で、生
徒指導上の課題等について課題を共有し、その解決に向けて協働による支援を充実。

○住民による地域パトロール、声かけの徹底により、補導件数が激減。

生徒指導上の課題への対応

コミュニティ・スクール導入による成果（一例）
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＜岡山県岡山市の中学校＞

○平成17年度にコミュニティ・スクールを導入（26年度現在、市内151校を指定）
○学校の荒れ・不登校など生徒指導上の課題を抱えており、中学校区での学校間・地域連携によ
り情報共有・課題解決に取り組むことで生徒指導上の課題を早期の段階で発見・対応。

＜30日以上欠席者数＞

＜その他の意見の例＞
・（コミュニティ・スクールになるまでは）いじめ、不登校、暴力等について学校と話し合う機会はなかった。
（学校運営協議会委員）

・コミュニティ・スクールによって、明らかに子供たちが、元気にあいさつでき、問題行動がほとんどなくなっている。
（学校運営協議会委員）

生徒指導上の課題への対応

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

12.4％ 13.0％ 10.0％ 10.2％ 9.0％ 8.6％ 5.0％

＜滋賀県湖南市の小学校＞

○平成19年に学校運営協議会を設置し、22年度には学校支援地域本部を開始。
○校内・校外の地域・ボランティアによる支援により、課題のある子供・家庭の課題解決に向け
た取組を推進。
・基礎・基本の積み上げ学習（家庭の積み上げ学習が成立しにくい子供への学びの提供）
・特別支援教育対象児への学習支援
・外国籍児童の日本語支援、教育ガイダンスの実施と情報ネットワークづくり
・夏休み「店長修行」（就労体験６年・３年） など
※「万引きを繰り返していた子供が、店長修行の後、万引きをしなくなった」（元校長）

課題を抱えている子供・家庭への対応

＜東京都武蔵村山市の中学校＞

○平成25年度に学校運営協議会を設置。民生委員、青少年対策地区委員会委員なども参画。
○学校及び学校運営協議会からの積極的な情報発信により、情報発信の不足が起因する保護者か
らの要望等が減り、学校への理解が大きく進むとともに、保護者からの要望の多くが学校への
相談・協力へと変化。

保護者からの要望等への対応

＜福島県大玉村＞

○平成20年度に学校運営協議会を設置。「おおたま学園コミュニティ・スクール委員会」を設
置し、域内５校園（幼２、小２、中１）の学校運営協議会を一体的に運営。

○東日本大震災による困難な課題（放射線への対応）に対し、委員会の適切な意見や支持が学校
運営への信頼向上につながった。

・除染活動、運動会の開催、放射線教育
○部会の１つに「子ども・家庭支援部会」を設け、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰやｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰの活動と連携
し、子供たちを巡る問題の解決に向けたニーズを把握し、支援の在り方を検討・実施。
⇒地域ボランティアの支援により、不登校の児童の居場所づくりにつながっている。

学校・地域の抱える課題への対応
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コミュニティ・スクールの取組事例①（東京都三鷹市）

◆小中９年間の子供の育ちを地域ぐるみで支援し、学力向上に成果

三鷹中央学園パワーアップアクションプラン

学園の実施方策に基づき、学校・家庭・地域、子ども自身が具体的なミッションを持ち、実行
する。「いい学校」⇔「いい地域」の関係を自分たちの手で創る。

○各小中学校の地域住民等が、小中一貫教育校（＝学園）の運営に
ついて一体となって協議・支援。平成20年度までに市内全22校
を指定し、全中学校区で小中一貫コミュニティ・スクールを推
進。
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コミュニティ・スクールの取組事例②（奈良市）

○放課後支援と学校支援を地域教育協議会で一体的に実施。地域教育協議会メンバーを構成員と
して、三笠中学校は学校運営協議会へ発展。

■学校支援と放課後支援の事
業を奈良市地域教育推進事
業として市全体で実施。

■学校支援地域本部は「地域
で決める学校予算事業」と
して、市の独自予算を加え、
さらに充実・発展。

都築委員提出資料より

事業を推進する組織体制

（各地域教育協議会）

総合コーディネーター

地域コーディネーター

（各運営委員会）

代表コーディネーター

地域コーディネーター

放課後子ども教室コーディネーター

（小学校）

各地域教育協議会、各運営委員
会にはコーディネーターを配置

＜コーディネーターの役割＞
・連絡と調整
・事業の運営

地域連携の取組

奈良市の地域教育協議会におけるコミュニティ・スクールの方向性 ■三笠中学校は、平成２４年
よりコミュニティ・スクー
ルに指定。
■学校運営協議会委員には、
地域教育協議会の会長や、
コーディネーターなど、地
域教育協議会を支えてきた
メンバーが数多く含まれる
■学校運営協議会委員が教員
研修に参加し、コミュニ
ティ・スクールの機能を説
明するなど、積極的に取り
組んでいる。
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文部科学省委託調査研究結果

○平成23年度文部科学省委託調査研究 （以下「23年度調査」という。）
「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証
に係る調査研究」（日本大学文理学部）

＜指定校校長調査＞

【調査対象】 全国のコミュニティ・スクール指定校 813校(人)
小学校555校、中学校207校
その他(幼稚園・特別支援・高校・中等教育学校)51校

【調査実施時期】 平成23年10月～11月

【調査方法】 郵送法(校長宛の郵送による発送と回収)

【回 収 数】 675校 (回収率 83.0％)

○平成25年度文部科学省委託調査研究 （以下「25年度調査」という。）
「コミュニティ・スクール指定の促進要因と阻害要因に関する調査研究」
（日本大学文理学部）

＜校長調査(指定校及び未指定校)＞

【調査対象】計1,201校
・コミュニティ・スクール（CS）実践研究の指定を受けた学校のうち
CS指定校(校長) 434校(人) ※1

・上記のうちCS未指定校(校長) 135校(人)
・※1に該当しないコミュニティ・スクール(平成22年度～25年度)
(校長) 632校(人)

【調査実施時期】平成25年10月～11月

【調査方法】郵送法(校長宛の郵送による発送と回収)

【回 収 数】760票(回収率 63.3％)

調査の概要
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文部科学省委託調査研究結果

学校運営協議会法定外（権限外）活動

○学校支援活動を実施している割合が約７割、学校評価を実施している割合が約８割

52.6 

28.9 

25.9 

15.6 

11.0 

4.6 
1.8 

25.4 

39.5 

35.7 

29.2 

15.6 

7.5 

5.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

学校評価を実施

学校支援活動を実施

学校支援に必要な地域人材を発掘

学校支援活動を計画

地域行事を計画

学校行事を計画

保護者の苦情に対応

当てはまる

ある程度

当てはまる

小学校

55.6 

20.0 

17.8 

11.1 

7.2 
2.8 

0.6 

20.6 

32.8 

39.4 

24.4 

10.6 

5.6 

6.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

学校評価を実施

学校支援に必要な地域人材を発掘

学校支援活動を実施

学校支援活動を計画

地域行事を計画

学校行事を計画

保護者の苦情に対応

当てはまる

ある程度

当てはまる

中学校

【23年度調査】

権限外活動

成果認識項目

学校支援

活動を実

施

保護者の

苦情に対

応

学校評価

を実施

地域行事

を計画

学校行事

を計画

学校運営の改善
学校関係者評価が効果的に実施 ◎ ◎ ○

学校が活性化 ◎ ◎

児童生徒の変容
児童生徒の学習意欲向上 ◎ △ ◎ △

生徒指導の課題解決 ◎ △ ◎

教職員の変容
教職員の意識改革 ◎ △ △

教職員の子どもと向き合う時間の増加 ◎ △

保護者・地域連携の変容

学校に対する保護者や地域の理解の深

まり

◎

保護者や地域からの苦情が減少 ◎ △ ○

学校外の変容 地域教育力が向上 ◎ △ △ ○ ◎

家庭の教育力が向上 ◎ △ ○ ○

学校運営協議会法定外（権限外）活動と成果認識の関係性 【23年度調査】

注:◎＝強い有意な関係あり(p<0.01)、○=有意な関係あり(p<0.05)、△＝ある程度関係有り(数値差約10ポイント以上)

○学校支援活動と成果認識は有意な関係がある
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文部科学省委託調査研究結果

コミュニティ・スクールの成果認識（指定校） 【23年度調査】

92.6

87.7

84.0

83.0

82.6

82.6

80.6

77.4

76.1

63.8

63.8

56.3

51.4

50.5

46.5

42.7

36.2

32.8

22.9

19.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学校と地域が情報を共有するようになった

地域が学校に協力的になった

地域と連携した取組が組織的に行えるようになった

特色ある学校づくりが進んだ

学校関係者評価が効果的に行えるようになった

学校に対する保護者や地域の理解が深まった

保護者・地域の学校支援活動が活発になった

教職員の意識改革が進んだ

学校が活性化した

教育課程の改善・充実が図られた

保護者が学校に協力的になった

地域の教育力が上がった

地域が活性化した

児童生徒の学習意欲が高まった

保護者や地域からの苦情が減った

いじめ・不登校・暴力など生徒指導の課題が解決した

児童生徒の学力が向上した

家庭の教育力が上がった

適切な教員人事がなされた

教職員が子どもと向き合う時間が増えた

※「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計
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文部科学省委託調査研究結果

コミュニティ・スクールの指定時期と成果認識

発現期からみた成果認識

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

学校と地域が情報共有

学校に対する保護者や地域の理解の深まり

教職員の子どもと向き合う時間の増加

教職員の意識改革

保護者や地域による学校支援活動が活発に

地域が学校に協力的に

学校関係者評価が効果的に実施

特色ある学校づくり

地域連携の取組が効果的に

家庭の教育力が向上

学校が活性化

地域が活性化

保護者が学校に協力的に

児童生徒の学力向上

生徒指導の課題解決

児童生徒の学習意欲向上

地域教育力が向上

保護者や地域からの苦情が減った

適切な教員人事が実現

教育課程の改善

コミュニティ・スクールの成果認識の指定年度別数値差

平成16・17年度－平成23年度の数値

短期的成果

中期的成果

長期的
成果
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文部科学省委託調査研究結果

学校運営協議会運営上の課題（指定校）

59.1 

57.5 

54.8 

52.4 

51.7 

51.3 

36.4 

13.2 

12.4 

7.0 

6.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

学校運営協議会に対する一般教職員の関心が低い

学校運営協議会の存在や活動が

保護者・地域に余り知られていない

会議の日程調整・準備に苦労する

管理職や担当教職員の勤務負担が大きい

委員謝礼や活動費などの資金が十分でない

適切な委員の確保・選定に苦労する

協議会の提案事項を遂行するために

教職員が多忙になる

会議での議論が活発でない

委員が学校の状況を十分理解していない

委員の出席状況がよくない

一部の有力者等の意見に支配されがちである

現在、学校運営協議会を運営する上で、課題になっていることには

どのようなことがありますか。

※「はい」と回答した校長の割合

【23年度調査】
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文部科学省委託調査研究結果

指定前後の課題に対する認識の変化

61.2 

46.2 

43.0 

43.0 

42.2 

37.2 

31.8 

29.5 

25.0 

22.9 

15.6 

14.8 

13.8 

12.4 

10.4 

8.7 

51.8 

23.6 

18.7 

27.2 

31.8 

12.7 

17.8 

11.1 

9.6 

0.6 

2.2 

12.7 

6.2 

1.7 

2.6 

2.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

管理職や教職員の勤務負担が増える

学校運営協議会の成果が不明確である

類似制度との違いが理解できない

従来の地域連携実践と変わらないだろう

活動費や委員謝礼の支弁が困難である

制度が形骸化するのではないか

学校運営協議会委員の人材が得られない

学校支援地域本部事業でも十分だろう

保護者・地域の意見が反映されているので

コミュニティ・スクールは特に必要ない

任用の意見申し出で人事が混乱しないか

特定委員の発言で学校運営が混乱する

教育委員会のサポートが得られない

保護者・地域の協力が得にくい

学校の自律性が損なわれる

委員同士の意見対立が起きないか

教育上の学校間格差が生じかねない

■指定前：コミュニティ・スクールに指定される以前は、
どのようなことを課題視していましたか

■指定後：コミュニティ・スクールに指定された現在、
どのようなことが実際の課題になりましたか

※「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計

○課題認識は、指定によって一定程度解消されている。

【25年度調査】
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36.4%

14.1%
23.3%

16.0% 16.4% 12.1%
2.5%

15.9%

62.1%

84.6%
74.4%

84.0% 83.6% 85.9%
95.0%

82.8%

1.5% 1.3% 2.2% 0.0% 0.0% 2.0% 2.5% 1.3%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

あった なかった 無回答

図２ (Q25)人事に関する意見の申出（指定年度別）

教職員の任用に関する意見があったコミュニティ・スクールは全体の約１６％

文部科学省委託調査研究結果

24.0%

16.3%

36.5%

1.0%

63.5%

10.6%

25.4%

15.5%

33.8%

1.4%

63.4%

7.0%

22.6%

19.4%

45.2%

0.0%

64.5%

16.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

50.0%

50.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

他校（同一市区町村）の特定の教員を自校に任命するよう

要望

他校（他市区町村）の特定の教員を自校に任命するよう要

望

自校の特定の教員を転出させないよう要望

特定の教員の昇任の要望

教員人事に関する一般的要望

その他

全体 小学校 中学校 その他（幼・特・高）

教職員の任用に関する意見の内容

※数字は、任用に関する意見の申出

を行った学校数に対する割合（％）

例１）地域との連携による学校づくりにマネジメント力を発揮する校長の留任を要望し、実現。

例２）ミドルリーダーを強化したいという意見を提出し、がおおむね実現。

例３）社会教育主事資格を有する教員の配置を要望し、実現。

「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証に係る調査研究報告書」
（平成26年3月、日本大学文理学部）より

「コミュニティ・スクールの推進に関する教育委員会及び学校における取組の成果検証に係る調査研究報告書」
（平成26年3月、日本大学文理学部）より

教職員の任用に関する意見は、教員人事に関する一般的要望が６割を超える。

教職員の任用に関する意見の実態
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地域住民による学校教育活動への参画等の状況
（対象：小中学校（H26.4時点））

学校運営協議会（コミュニティ・スクール）をはじめ、学校ごと又は中学校区単
位ごとに地域住民や保護者等が学校運営や教育活動について協議し意見を述べる
会議体がある（その会議体は、教育委員会の規則や教育委員会が定める規定等に
基づき学校が作成する要綱等により設置）

3,634校（12％）

校長の求めに応じた意見聴取にとどまらず、主体的に学校運営
や教育活動について協議し、意見を述べる会議体である

3,002校（10％）

学校運営に参画する協議体を置く学校

学校支援地域本部をはじめ、地域住民等が学校の教育活動を支援
する取組を実施している

文部科学省の補助金事業を活用して学校支援地域本部
事業に取り組んでいる

8,936校（30％） うち、約700校がＣＳに指定

17,798校（59％）

学校支援活動を実施する学校

※２）学校数は小中学校のみを対象
※３）割合は全小中学校に占める割合。
※４）出典：学校基本調査、文部科学省調査

地教行法第47条の５の規定に基づく学校運営協議会を置く
学校（コミュニティ・スクール）

1,805校※１（6％）

校長の作成する学校運営の基本方針を承認する会議体である
1,868校（6％）

ＣＳのうち、約７割が
学校支援活動を企画・実施

ＣＳのうち、約４割が
学校支援地域本部を設置

※１）1,919校から、幼稚園、高等学校、
特別支援学校の指定数を除いた数。
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